
≪願炭．秋芳仁原り潜む≫  

□「放課後子どもプラン（放課後児童クラブ・放課後子ども教室）」の推進  

「放課後子どもプラン」などの取組について、全小学校区での実施を図  

るため、放課後児童クラブと放課後子ども教室を連携して実施する総合的  

な放課後児童対策を推進します。  

ロ放課後児童クラブの充実  

・就労希望者の潜在的なニーズに対応し、放課後児童クラブを利用したい  

人が必要なサービスを受けられるよう、受入児童数の拡充を図ります。  

対象児童（小学校1～3年）のうち、放課後児童クラブを利用する者の  

割合については、潜在需要を合わせると、平成29年度には40％に達す  

ると見込まれていますが、平成26年度までに32％のサービス提供割合  

を目指します。  

また、放課後児童クラブを生活の場としている子どもの健全育成を図る  

ため、「放課後児童クラブガイドライン」を踏まえ、放課後児童クラブの質  

の向上を図ります。  

（6）子どもの健康と安全を守り、安心して医療にかかれるように、  

≪〃l児医療併尉を屠辞す名≫  

□小児医療の充実  

・休日・夜間も含め、小児救急患者の受入ができる体制を整備します。  

また、子どもについては、親の保険料の滞納状況にかかわらず、一定の  

窓口負担で医療にかかれるようにします。  

口小児慢性特定疾患治療研究事業等  

小児期における小児がんなど特定の疾患の治療について確立と普及を図  

るため、小児慢性特定疾患治療研究事業を推進するほか、未熟児の養育医  

療費の給付等を行います。  

≪デどるの慮屠と安全を守る≫  

□予防接種  

定期の予防接種を円滑に受けられるような環境の確保に努め、伝染のお  

それがある疾病の発生及びまん延の予防を図ります。  
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□こころの健康づくり   

児童思春期における心の問題に対応できる小児神経科、児童精神科等の  

医師の養成を図るとともに、精神保健福祉センター、児童相談所などにお  

ける専門相談の充実を図ります。   

また、児童生徒の心身の健康相談や健康教育の充実を図ります。  

ロ性に関する科学的な知識の普及と発達段階に応じた適切な教育  

思春期の人工妊娠中絶やHIV感染症を含む性感染症問題に対応するた  

め、学校や保健所等において、健康教育や電話相談等を行うことにより、  

人間としてそれぞれの性を尊重すること等正しい理解の推進と性に関する  

科学的な知識の普及を図ります。  

□「食育lの普及促進  

・子どもたちが、食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付け、豊か  

な人間性をはぐくめるよう、家庭・学校・保育所・地域等が連携した「食育」  

の取組を推進します。  

□子どもの事故防止  

・家庭内における子どもの事故防止について、母子保健事業等の機会を活  

用し保護者に周知・指導を行うほか、建築物、公園等の施設や製品などに  

関する子どもの事故情報の収集・調査や情報提供により、事故の未然・再  

発防止及び安全性の向上を図ります。  

さらに、子どもの事故防止について、国自らの取組を加速化・重点化す  

るとともに、家庭、学校、サークル、消費者団体、事業者、自治体等の取  

組を促進する「子どもを事故から守る！プロジェクト」を展開します。  

□犯罪等の被害の防止  

・ 学校、家庭やPTA等の団体、地域住民、関係各機関等が連携し、地域  

ぐるみで子どもの安全を守る環境の整備を推進します。  

また、子ども自らが安全な行動をとれるようにするための安全教育の取  

組を推進します。  

□子どもの健康に影響を与える環境要因の解明  

・子どもの成長・発達に影響を及ぼす環境要因（環境中の化学物質の曝露、  

生活環境等）を解明し、子どもが健やかに育っ環境の実現を目指すため、   

「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」を実施します。  
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（7）ひとり親家庭の子どもが困らないように  

≪ひとゲ農家庭〈の．右穿を唐超すj≫  

□子育て・生括支援  

・保育所の優先入所やヘルパーの派遣などによる子育てや家事支援などを  

推進します。  

口重業支援  

・ 母子家庭等就業・自立支援センターやハローワーク等による就業支援、  

職業訓練などによる資格・技能の取得支援、在宅就業等を推進します。  

□経済的支援の充実  

・ 児童扶養手当について、母子家庭だけでなく父子家庭にも支給すること  

t   とするとともに、母子家庭の自立を支援する観点から、母子寡婦福祉貸付  

金の貸付け等の充実を図ります。  

また、平成21年12月に復活した生活保護の母子加算を引き続き支給  

します。  

□養育費の確保  

・養育費相談支援センターや母子家庭等就業・自立支援センター等におい  

て、養育費に関する専門知識を有する相談員が、養育費の取り決め等につ  

いて相談・情報提供を行うとともに、養育費相談支援センターにおいて相  

談員の研修等を実施します。  

（8）特に支援が必要な子どもが健やかに育つように  

≪膚富のある子どるへの．支度仁厚ゲ潜む≫  

□障がい者制度改革推進本部における取組  

障がい者制度改革推進会議の議論を踏まえて、障害のある子どもの支援  

を含む障害者制度の改革を推進します。  

ロライフステ瑚劉ヒ  

・地域において障害のある子どもとその家族を支えていく体制を整備する  

とともに、乳児期、就学前、学齢期、青年期、成年期などライフステージ  

に応じて、保健・医療・福祉・教育・就労などの連携した支援を行います。  
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□障害のある子どもの保育  

・障害のある子どもの専門機関である障害児通園施設や児童デイサービス  

について、地域への支援を強化する観点から支援を行うとともに、子ども  

の育ちに必要な集団的な養育のため、保育所や幼稚園等における障害のあ  

る子どもの受入れ体制の整備促進を図ります。  

□発達障害のある子どもへの支援の充実  

・発達障害のある子どもの早期発見、早期の発達支援、ライフステージに  

対応する一貫した支援や家族への支援など、地域における支援体制の充実  

を図ります。  

口特別支援教育の推進  

・インクルーシブ教育システムの構築という障害者権利条約の理念を踏ま  

え、発達障害を含む障害のある子ども一人ひとりのニーズに応じた一貫し   

た支援を行うために、関係機関等の連携により学校現場における特別支援  

教育の体制整備を進めるとともに、教員の特別支援教育に関わる専門性の  

向上等により、特別支援教育の推進を図ります。  

≪腰虐待あ防止するととる√＝、＃会傭を．恋弄す届≫  

□児童虐待防止に向けた普及啓発（オレンジリボン・キャンペーン）  

・ 児童虐待の現状を広く国民に周知するとともに、オレンジリボン・キャ  

ンペーン等の啓発活動により、社会全体として児童虐待を防止する機運を  

高めます。  

□児童虐待の早期発見・早期対応   

・ 市町村における「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域  

協議会）」の機能強化を図るとともに、相談、支援を行う児童福祉司等の確  

保などにより児童相談所の体制強化を図ります。  

また、保育所や幼稚園、小・中学校等の関係機関における職員等の対応  

スキルの向上により、児童虐待の早期発見・早期対応体制の充実を図りま  

す。  

口家庭的養護の推進  

・ 児童養護施設等の施設のケア単位の小規模化の推進、里親や小規模住居  

型児童養育事業（ファミリーホーム）の拡充など家庭的養護を推進します。  
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□年長児の自立支援策の拡充  

・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）などの拡充、施設を退所した   

者等に対する支援の充実を図ります。  

ロ社会的養護に関する施設機能の充実  

・ 専門的なケアや自立支援に向けた取組、継続的・安定的な環境での支援  

の確保等、子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう、現  

行の施設機能の在り方の見直しや体制の充実について検討します。  

□施設内虐待の防止  

・ 改正児童福祉法（平成21年4月施行）を踏まえ、児童養護施設等に入  

所する児童の権利擁護の強化や、基幹的職員（スーパーバイザー）の養成  

研修などケアの質の確保のための取組の推進などにより、施設内虐待（被  

措置児童等虐待）の防止の徹底を図ります。  

≪定分外国人の子どるをど符ノニ挽泌要を子どるたろへの長塚を鹿ぎする≫  

□定住外国人の子どもに対する就学支援  

・・「定住外国人支援に関する対策の推進について」（平成21年4月）に基  

づき、経済上の問題から就学が困難となっている定住外国人の子どもたち  

に対する就学支援を引き続き推進します。  

□自死遺児への支援  

自殺により家族等を失った遺児への支援を充実するため、自死遺児支援  

に携わる民間団体等に対する研修の充実を図ります。  

≪デどるの甜率への殿拶を行ラ≫  

□子どもの貧困率につり三  

・子どもの貧困率について、継続的に調査を行いその状況を把握するなど、  

必要な対応を進めます。  
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3．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ  

（9）子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように  

≪也塚にお／ナ名子房こ支度の舶夢の塵虜及び冴磨の．寿算あ野名≫  

□乳児の全戸訪問等（こんにちは赤ちゃん事業等）  

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）を実施するとともに、  

保護者の養育を支援することが特に必要な家庭に対しては、養育支援訪問  

事業等の適切なサービスの提供を行うなど、切れ目のない支援体制を確立  

します。  

また、出産前において支援を行うことが必要な妊婦に対し、訪問等の支  

援を行います。  

口地域子育て支援拠点の設置促進  

・子育て家庭等の育児不安に対する相談・指導や、親子が気軽に集うこと  

のできる場を提供するなどの地域の子育て支援拠点（ひろば型、センター  

型、児童館型）の設置を促進します。  

リー・サポート・センターの普及促進   ロファミ  

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員とし  

て、送迎や放課後の預かり等の相互援助活動を行うファミリー・ サポー  

ト・センターの普及促進を図ります。   

また、病児・病後児の預かりや送迎等の取組についても普及を図ります。  

□「時預かり、幼稚園の預かり保育  

・就労形態の多様化に対応する一時的な保育や、専業主婦家庭等の一時的  

に子育てが困難となる際の保育等に対応する一時預かりサービスを拡充す  

るとともに、幼稚園の預かり保育を推進します。  

口商店街の空き店舗や小中学校の余裕教室や幼稚園等の活用  

商店街の空き店舗や小中学校の余裕教室や幼稚園等を活用し、地域にお   

ける子育て支援や親子交流等の機能を担う場の設置を促進します。  

□子育て総合支援コーディネーター  

・子育て家庭が適切なサービスを選択し利用できるように、市町村におけ  

る子育て支援総合コーディネート機能の充実を図ります。  

ー12 －  

◆▼   



≪彪威圧居のカの鹿屏、居ノ野1野併の．青嵐 世代ノ野交二務を庇ぎL弄す≫  

□NPO活動等の地域子育て活動の支援  

・地域子育て創生プロジェクト（安心こども基金）の活用等により、子育  

て支援活動を行うNPOや育児・子育てサークル等の設立支援や養成、ボ  

ランティアの育成などを行い、子育て支援活動に対する地域の多様な活動  

を支援します。  

□地域の退職者や高齢者等の人材活用・世代間交流  

・退職者や高齢者等が地域における子育ての担い手として活躍できるよう  

支援するとともに、世代間交流の促進を図ります。  

□企業参加型の子育て支援  

・ 商店街や企業の協賛を得ながら実施しているパスポート等事業を普及さ  

せるなど、企業参加型の子育て支援の取組を促進します。  

□官民連携子育て人材育成  

・子育て支援に関するNPOの活動に従事する者の連携の推進を図るとと  

もに、自治体、経済界、労働界、企業等における仕事と生活の調和や子育  

て支援を推進するリーダーを育成します。  

（10）子どもが住まいやまちの中で安全・安心にくらせるように  

≪子育てに盾Lた庄宕・虐庄原摩の藤原を図る≫  

□融資、税制を通じた住宅の取得等の支援  

・子育て世帯が子育てに適した住宅を取得し、又は子どもの成長に応じ、  

増改築や改修をしやすくできるよう、融資や税制等を活用し、子育てに適  

したゆとりある住宅の確保を図ります。  

□塵質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進  

・地域優良賃貸住宅制度や民間供給支援型賃貸住宅制度等により、子育て   

世帯等を対象とした優良な賃貸住宅の供給を支援します。  

□公的賃貸住宅ス上ックの有効活肘掛こよる居住の安定の確保  

・公的賃貸住宅において、事業主体による子育て世帯等に対する当選倍率  

優遇等の対応を推進します。  
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□公的賃貸住宅と子育て支援施設との一体的整備等の推進  

・公的賃貸住宅・団地の建替え等に際し、保育所等との合築・併設を推進  

します。  

また、子育て世帯等の居住安定確保に資する先導的取組に係る提案を募  

集し、その実現・普及を支援します。  

□街なか居住等の推進  

・職住近接で子育てしやすい都心居住、街なか居住を実現するため、住宅  

の供給や良好な住宅市街地などの環境整備を行います。  

≪安全仁安心Lr者ら世るよラ、子育てンrリアフリーをどを燈超す届≫  

てバリアフリーの推進   

ユニバーサル・デザインの考え方を踏まえ、都市公園や公共性の高い建  

築物、公共交通機関における旅客施設や車両等において、段差の解消や子  

育て世帯にやさしいトイレの整備等のバリアフリー化を推進します。  

□道路交通環境の整備  

・歩行空間のバリアフリー化及び通学路における安全・安心な歩行空間の   

確保を図るとともに、あんしん歩行エリアにおける面的な交通事故対策を  

推進します。  

等の推進   

子どもの発達段階に応じた交通安全教育を推進するとともに、チャイル  

ドシートの正しい使用の徹底や、幼児二人同乗用自転車の安全利用の普及  

などを図ります。  

□子ども目線のものづくりの推進（キッズデザインの推進）  

・子どもの安全・安心と健やかな成長発達につながる生活環境の創出を目   

指すため、子どもの目線でのものづくりを推進します。  
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4・男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・ライフ・バランスの実現）  

（11）働き方の見直しを  

≪長一辞願彪の卿、テレワークの鹿野筈、磨き方の居直Lに何／′た脚を   

図るノ≫  

□十仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）和   

和推進のための行動指針」に基づく取組の推進  

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と   

生活の調和推進のための行動指針」に基づき、政労使、地方公共団体等が   

密接に連携しながら、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」  

の実現に向け、総合的な取組を推進します。  

□長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進  

・長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進等、労働者の健康と生活に   

配慮し、多様な働き方に対応できるような労使の自主的な取組（労働時間   

等の設定の改善）について、事業主等が適切に対処するために必要な事項   

を定めた「労働時間等見直しガイドライン」（労働時間等設定改善指針）を  

周知します。  

また、長時間労働の抑制のための重点的な監督指導等を実施します。  

□労働時間等の設定の改善に取り組む中小企業に対する支援・助成  

中小企業における労働時間等の設定改善を促進するため、助成金の支給  

などの支援を行います。  

ロライフスタイルに応じた多様な働き方の選択肢の確保  

・育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度等の企業への制度導入・   

定着により多様な働き方を推進するとともに、パート労働者の均等・均衡   

待遇の推進、働く意欲と能力のある女性の再就職や就業継続の支援の促進   

など、多様な働き方を選択できる条件を整備します。  

の推進   ロテレワーク  

子育てや仕事と生活の調和等の観点から、情報通信技術を活用した、時  

間と場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークについて普及促進  

を図ります。  
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口農業経営体等における女性が働きやすい環境づくりの推進  

・農山漁村において、仕事と子育ての両立が図られるよう、実態調査や普  

及啓発等を通じ、子育て期の女性が働きやすい環境づくりを推進します。  

≪男鱈の子房丁へのノ労わりを定置する≫  

ロ男性の育児休業の取得促進（パパ・ママ育休プラス）  

・父親も子育てができる働き方の実現に向けて、父母がともに育児休業を  

取得する場合に育児休業取得可能期間を延長する「パパ・ママ育休プラス」   

（日本版「パパ・クオータ」）などの制度の周知と定着を推進し、男性の育  

児休業の取得促進を図ります。  

□父親の育児に関する意識改革、啓発普及  

・父親の育児休業に関する啓発資料や育児休業体験記による周知等により、  

男性の育児に関する意識改革や啓発普及を促進します。  

□男性の家事・育児に関する意識形成  

・ 男女が協力して家事・育児に参画することの重要性について、若い頃か  

らの教育・啓発を通じて意識形成を図ります。  

（12）仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を  

≪育児煤薯劇露その彪の席立．責親好の普及・定着度働者の見好ととる／ニ、   

子音丁女鱈筈の棚好を上訝る≫  

□育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着  

・ 育児休業、子育て中の短時間勤務・所定外労働の免除、子の看護休暇等  

の育児・介護休業法に基づく制度について、有期契約労働者を含め周知を  

図るとともに、企業の制度として定着するよう、指導を徹底します。  

また、育児休業給付により、育児休業中の経済的支援を行います。  

ロ両立支援制度を利用しやすい職場環境の整備  

・両立支援制度を利用しやすい職場環境を整えるとともに、法に定める最  

低基準を上回る制度の導入を促進するため、事業主に対する助言や助成等  

の支援を進めます。  
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□育児休業の取得等を理由とする不利益取扱いの防止  

・妊娠・出産、育児休業等の取得などを理由とする解雇その他の不利益な   

取扱いの防止に向け、周知や相談を充実するとともに、企業への指導を徹  

底します。  

また、育児休業申出書及び育児休業取扱通知書を普及し、一層の改善を  

図ります。  

ロ妊娠中及び出産後の健康管理の推進  

・ 企業における妊娠中及び出産後の健康管理の整備を進めるとともに、医  

師等の指導事項を的確に伝達するための母性健康管理指導事項連絡カード  

の活用等により、妊娠中及び出産後の女性労働者に対する適切な健康管理  

の推進を図ります。  

□子育て女性等の再就職支援（マザ∵ズハローワーク事業）  

・子育て等のために離職した者の再就職を総合的かつ一貫して支援するた  

め、マザーズハローワーク事業による再就職支援の充実を図ります。  

ロ男女雇用機会均等の確保による就業継続の支援  

・男女が職場で十分に能力を発揮しながら、出産・子育てができる環境整  

備の観点から、公正公平な人事評価・処遇を含む企業におけるポジティブ・  

アクションの普及促進を図ります。  

≪倉。若者にお／ナる原潜の／二者点る化ノによりるラーー野の原潜あ晩直する≫  

□企業経営者等の意識変革  

・企業とそこで働く者が、協調して生産性の向上に努めつつ、職場の意識  

や職場風土の改革とあわせ働き方の改革に自主的に取り組めるよう、企業  

経営者等の意識変革を図るための研修や周知啓発等を図ります。  

□∵般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）の策定・公表の促進  

・企業における次世代育成支援に関する取組が推進されるよう、中小企業  

を含め、次世代育成支援対策推進法に基づく→般事業主行動計画の策定を   

促進します。また、一般事業主行動計画及び企業の次世代育成支援の取組  

全体の公表を促進します。  
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□次世代認定マーク（くるみん）の周知・取組促進  

・次世代認定制度及び次世代認定マーク（くるみん）の広報・周知に努め、  

企業が認定の取得を目指して、次世代育成支援対策の取組に着手するよう  

インセンティブを高めます。  

また、認定企業の取組の好事例について、幅広く発信し、更なる企業の  

次世代育成支援の取組を促進します。  

ロ顕彰制度等による積極的取組企業の社会的な評価の推進  

・「均等・両立推進企業表彰」（ファミリー・フレンドリー企業部門表彰な  

ど）の顕彰制度等により、積極的取組企業の社会的な評価を推進します。  

口入札手続等における対応   

・仕事と生活の調和等の企業の取組を促進するため、入札手続時において  

競争制限的とならないよう留意しつつ企業努力を反映するなど、インセン  

ティブを付与することについて、検討します。  
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施策に関す る数値 目 標  

妊専門相談センター  55都道府県市   

215万人（H21年度見込み）   241万人（注2）  

（102万人）  

痩庭的保育（内散）  0．3万人（H21年度見込み）   1．9万人（注2〉   

延長等の保育サービス（注1）  

延長保育等  79万人（H21年度見込み）   96万人  

巨夜間保育（内数）  77か所  280か所  

首トワイライトステイ（棚，   304か所   410か所   

その他の保育サービス（注1）  

休日保育  7万人（H21年産見込み）  12万人   

病児・病後児保育  延べ31万人  
延べ200万人  

※体調不良児対応型は、すべての保育所において取組を推進   

認定こども園  358か所（H21．4）   2，000か所以上（H24年度）（注3）   

放課後子どもプラン  
「放課後子どもプラン」などの取組が、全国の  

小学校区で実施されるよう促す（H24年度）   

放課後児童クラブ（注1）  81万人（H21．5）   111万人（注4）  

放課後子ども教室  8．719か所（H21．4）   
「放課後子どもプラン」などの取組が、全国の  

小学校区で実施されるよう促す（H24年度）   

（注1）市町村のニーズ調査の集計結果を基に設定しており、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を視野に入れた数値目標である。  

（注2）平成29年虔に44％に達する3歳未満児に関する潜在的な保育需要を満たすため、女性の就業率の上昇を勘案し、平成26年度までに35％の保育サービス  
提供割合（3歳未満）を目指し、潜在需要をも含めた待機児童解消を図るものである。  

（注3）新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を視野に入れる必要がある。   

（注4）平成29年度に40％（小学1～3年サービス提供割合）に達する潜在需要に対し、平成26年産までに32％のサービス提供割合を目指すものである。  
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項  目  
現  状  
（平成20年度）  

目  標  

※もしくは直近のデータ  
（平成26年産）   

常時診療体制が確保されている  
342地区   全小児救急医療圏   

小児救急医療圏数  （※364地域（平成20年9月1日現在））   

ひとり親家庭への支援  

自立支援教育訓練給付金事業  88．7％   
全都道府県・市・福祉事務所  

設置町村  

高等技能訓練促進費等事業  74．3％   
全都道府県一市・福祉事務所  

設置町村   

社会的養護の充実  

里親の拡充  

里親等委託率   10．4％   16％  

専門里親登録者数   495世帯   800世帯  

養育里親登録者数   
（専門里親登錨者数を除く）   

5，805世帯   
（H2l．10）  

8，000世帯  

小規模住居型児童養育事業（ファミリー  
ホーム）  

140か所  

児童養護施設  567か所   610か所  

小規模グループケア  446か所   800か所  

地域小規模児童養護施設  171か所   300か所  

児童自立生活援助事業（自立援助ホー  
ム）  

54か所   160か所  

ショートステイ事業  613か所   870か所  

児童家庭支援センター  71か所   120か所  

情緒障害児短期治療施設  32か所   47か所   

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童  
対策地域協議会）の調整機関に専門職員を  58．3％  

（H21．ヰ）   
80％（市はすべて配置）   

配置している市町村の割合  

個別対応できる児童相談所一時保護所の  
環境改善  

35か所（H21．4）   全都道府県・指定都市・児童相談所設置市   
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項  目  
現  状  
（平成20年度）  

目  標  

莱もしくは直近のデータ  
（平成26年度）   

乳児家庭全戸訪問事業  1，512市町村くH21．7）   全市町村   

養育支援訪問事業  996市町村（H21．7）   全市町村での実施を目指す   

地域子育て支援拠点  
7，100か所（H21年度見込み）  

（市町村単独分含む）   
10，000か所   

ファミリー・サポート・センター事業  570市町村   950市町村   

一時預かり事業（注1）  延べ348万人   延べ3，952万人   

商店街の空き店舗の活用による子育て支援  49か所   100か所   

小学校就学の始期までの勤務時間短縮等  
措置の普及率  

25．3％   33，3％   

次世代認定マーク（くるみん）取得企業数  652企業   2，000企業   

ポジティブ・アクション取組企業の割合  20．7％（‖18年度）   40％超   

学校教育関係  

大学等奨学金事業の充実   

基準適格申請者に対する採用率  92．4％  基準を満たす希望者全員への貸与に向け努力   

（注1）市町村のニーズ調査の集計結果を基に設定しており、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を視野に入れた数値目操である。  

ロ現状には、補助金等の交付決定ベース等の「市町村」や「か所数」等を含むため、今後、変動があり得る。  
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参考  
（別添2の参考）  

【参考指標】  

※ 以下は、「子ども・子育てビジョン」に関連する指標で、これまでの計画・合意等により   
定められているものである。  

項  目  
現  状  
（平成20年鹿）  

目  標  

※もしくは直近のデータ  
（平成26年度）   

男性の育児休業取得率（※）  1．23％   5％  10％  
（H24年）  （H29年〉   

第1子出産前後の女性の継続就業率（※）  38．0％（H17年）   45％  55％  
（H24年）  （H29年）   

6歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事  
1日あたり60分（H18年）   

1日あたり  1日あたり  

関連時間（※）  1時間45分  2時間30分  
（H24年）  （H29年）   

労働時間等の課題について労使が話し合いの  46．2％（H20年）   60％   全ての企業   
機会を設けている割合（※）  （H24年）   （H29年）   

過労働時間60時間以上の雇用者の割合（※）  10．0％（H20年）   2割減  
（H24年〉   

半減  
（H29年）   

年次有給休暇取得率（※）  47．7％（H19年度）   60％  完全取得  
（H24年）  （H29年）   

テレワーク  

在宅型テレワーカー  約330万人   約700万人（H27年）  

就労人口に占めるテレワーカー比率（莱）  15．2％   20％（H22年）   

就業率（※）  

男性25～34歳  90．6％（H20年）  93・・′94％  93・｝94％  
（H24年）  （H29年）  

女性25～44歳  65．8％（H20年）  67～70％  69～72％  
（H24年）  （H29年）   

170万人（H20年度）  
162．8万人  

フリーターの数（※）  
144．7万人  

（‖15年にピークの217万人）  （ピーク時の3／4に減少）  （ピーク時の2／3に減少）  
（‖24年）  （H29年）   

ジョブ・プログラム修了者数  40万人（H24年度）  
（シ’け・カイ制度「全国推進基本計画」（平成20年＄月シ◆ヨトカイ絶進協議会）   

ジョブ・カード取得者数  6．5万人  100万人（H24年度）  
（シ●け－カイ制度「全国推進基本計画」（平成20年6月シーヨナ・トト’推進協議会）   

D（※）を付した項目は、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」（平成柑年＝月仕事と生活の調和推進官民トップ会議決定）において政労使の合意として定められた   

ものであり、平成24年及び平成29年における目標を掲げているb  
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項  目  
現  状   

目  標  
（平成20年度）  

※もしくは直近のデータ   
（平成26年度）   

学校支援地域本部の   全国の中学校区で地域が学校を支援する  
設置か所数  仕組みづくりが実施されるよう促す（H24年度）  

2，396か所（H21．10）  

地域ぐるみで子どもの教育に取り組む  家庭教育支援の取組（地域   全国の市町村できめ細かな家庭教育支援が   
環境の整備  住民による相談対応や学習  実施されるよう促す（＝24年度）   

機会の提供等）を実施する  
市町村数  

332市町村  
）  

「食育」の普及促進  

食育に関心を持っている国民の割合   72．2％（H21．3）   90％以上（H22年度）  

食育の推進について取組をしている  
市町村の割合   

87．1％（H17年度）   100％   

障害のある子どもへの支援  

児童デイサービス事業のサービス提供量   22．2万人日分  
（H19年度）   

34万人日分（H23年度）   

共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで  
車椅子・ベビーカーで通行可能な住宅  10％（H15年鹿）   25％（H27年鹿）   

ストックの比率  

歩いていける身近なみどりのネットワーク率  約66％（H19年度）   約7書り（H24年度）   

子育ての／くリアフリー  

特定道路■におけるバリアフリー化率  

51％（H19年度）   75％（‖24年度）  
■駅、官公庁施設、病院等を相互に違絶する道路のうち、多数の  
★齢看、陣青春等が通♯徒歩で移動する道路の区間として、指定  
された道践  

主要な生活関連経路における信号機等の  
バリアフリー化率   

86％   100％（H24年度）  

旅客施設■のバリアフリー化率  

71．6％   100％（H22年度）  
＋1日当たりの平均利用者数が5千人以上の旅客施設（鉄軌道  
駅、バスターミナル、旅警船ターミナル、空港旅客ターミナル）  

園路及び広場がバリアフリー化された都  
市公園の割合   

約44％（‖19年度）   約5割（H24年度）  

不特定多数の者等が利用する一定の建築  
物■の／くリアフリー化率  

44％（H19年度）   約50％（H22年鹿）   
♯百貨店．劇場、老人ホーム等の不特定多数の音叉は主に高齢  
看、陣書書等が利用する建築物について、床面積2．000「げ以上のも  
のを新築等する際lこ段差解消等の′くリアフリー化を実施  
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項  目  
現  状   

目  標  
（平成20年度）  

※もしくは直近のデータ   
（平成26年度）   

子育てのバリアフリー  

／くリアフリー化された鉄軌道車両の導入  
41．3％  約50％（H22年度）  

割合  

低床化されたバス車両の導入割合  41．7％  100％（H27年度）  

ノンステップバスの導入割合   23．0％   約30％（H22年度）  

バリアフリー化された旅客船の導入割合   16．4％  約50％（H22年度〉  

バリアフリー化された航空機の導入割合  64．3％  約65％（H22年度）  

福祉タクシーの導入台数   10，742台   約18．000台（H22年度）   

あんしん歩行エリア内の歩行者・自転車死傷  2割抑制（H24年）   

事故件数  （平成19年と比較）   

□現状には、補助金等の交付決定ベース等の「市町村Jや「か所数」等を含むため、今後、変動があり得る。  

－ 3 一   



（参考）  

新たな次せ代育成支援のための包括的・一元的制度設計に係る主要な子育て支援  

サービス・給付の拡充に必要な社会的追加コストの機械的試算  
（ビジョンの最終年度（平成26年度）の姿）  

※施設整備 
【保育サービス】＋約700億   【放課後児童クラブ】＋約100億   【社会的養護】＋約70億  

I‾‾、ニ．二＝「ニニ人＝二＝．二∴二占ニニ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 1  

※その他、上記 

－ビスの質の改善（職恨置、職員の処遇、専門性の確保等，  
l．．＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿．＿．＿．．＿．．＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿．＿．．＿．＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．．＿ ＿ ● ＿ ＿．．＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．．＿ ＿ ＿ －＿ ＿ ＿ ＿．＿．＿  

・注1重点戦略における「仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての実現を支える給付・サービスの社会的なコストの推計」を置き換えたものである。  
・注2 平成29年虔の積は、さらに女性の就業率上昇等が進んだ場合の必要額。  
・注3 平成22年産まで財源措置されている14回分の費用負担のうち、平成20年度第2次補正で拡充された9回分を継続した場合。  
・注4 育児休業給付については、現在実施している雇用保険制度からの給付として試算したものではない。  
・注5放課後対策においては、「放課後子どもプラン」（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）などの取組が広く全国の小学校区で実施されるよう促す。  
・注6 幼児教育と保育の総合的な提供（幼保一体化）の在り方の検討により、数値は変動する。  
・注7 ビジョン期間中の費用は、現在の費用に圭的拡大分のみを加えて、粗く機械的に試算すると、おおよそ、運営黄で約10兆円、施設整備費で約0，3兆円となる。   



（参考）新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度構築に向けての検討事項・  

子育て支援サービスのための  

包括的■一元的な制度を構築  

① 育児休業～保育～放課後対策への   

切れ目のないサービス保障  

幼保一体化を含め、多様なサービスメニューを整備  

すべての子育て家庭を対象・・・働く家庭も専業主婦家庭も  

利用者本位の保育制度に向けた抜本  

的な改革  
② 利用者本位の仕組みの導入  

※利用者（子ども）中心  

※潜在化した需要を顕在化  ・市町村の責務の下、利用者と事業者の間の公的保育契約  

制度の導入  

・利用者への例外ないサービス保障（認定による地位の付  

与と保育に欠ける要件の見直し）  

・利用者補助方式への見直し  等  

③・多様な利用者ニーズヘの対応   

・潜在需要に対応した量的拡大  一家庭的保育、小規模サービス、地域子育て支援 等  

イコールフッティングによる株式会社－NPO等  

の事業者の参入促進  

・客観的基準による指定制の導入  
・施設整備費、運営費の使途範囲、会計基準等の見直し等  

サービスの  

基礎自治体（市町村）が実施主体  ④地域の実情に応じたサービス提供  

社会全体（国・地方・事業主・本人）   

による費用負担（財源確保）   ⑤安定的・継続的に責用確保  




